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Abstract
 At present, Japan’s foreign student policy is changing from simply offering ODA 
assistance to developing countries to one of career placement of outstanding foreign 
students as talented human resources in Japanese companies. As a result, The “Career 
Development Program for Foreign Students from Asia” has been implemented since 
2007 by the Ministry of Economy, Trade and Industry and the Ministry of Education, 
Culture, Sports, Science and Technology, aiming to promote mutual understanding and 
economic partnership among Asian countries, and to connect excellent foreign students 
with Japanese companies. However, only a small number of foreign students in Japan 
are currently employed by Japanese companies. At the time of this writing, the goal of 
this research is to review and analyze the current situation and the reports of surveys 
regarding the employment of foreign students in order to identify and clarify the factors 
within the present method of Japanese language education that could be hindering the 
employment of foreign students in Japan. Consequently, this research will serve to 
better understand and perceive the kinds of improvements that ought to be made in 
the Japanese language education system to resolve this situation. The surveys revealed 
that two aspects of Japanese language education were necessary to support foreign 
students in finding employment. The first aspect was Japanese language education to 
help in the search for employment and then enable the foreign student to pass the 
employment examination. The second aspect was Japanese business language education 
to equip the foreign student with sufficient ability to contribute to the strength of the 
company where the student was employed. The survey also revealed that currently only 
the latter aspect was being practiced; however, Japanese business language education 
was required only after joining the company. Clearly, what is necessary is to further 
foster Japanese language education that supports the foreign student in finding 








て自国の発展にそれらを役立てられるような人材を育成するというもので、 そこには ODA 的な
















立行政法人日本学生支援機構（ JASSO ）の調査によると、 平成 18 年 5 月 1 日現在の留学生総数
は 117,927 人であるが、平成 17 年度に「留学」および「就学」の在留資格を有する外国人が就
職のために在留資格変更許可を申請し、それが許可された人数は 5,878 人である（法務省入国管
理局　2006 ）。大学の卒業までの年数は 4 年であるから、概算すると、およそ 3 万人の留学生が
大学を卒業しているにも関わらず、その 2 割しか日本で就職していないということになる。白木























教大学の「立教就職ガイド 2009 」によると、 大学生の就職活動は、 次のような流れで進むとい
う。
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トロ）が開発した BJT （ビジネス日本語能力テスト）の内容は、 企業で使われる特殊な用語理解
も含んだ日本企業に入社後のコミュニケーション能力を問う問題となっている。
　もちろん、日本の企業に入社できれば、ビジネス日本語やビジネスマナーは必要である。その
ような教育を大学在籍時から受けておくことは重要であることは間違いない。しかし、すべては
就職できてからの話なのである。多くの留学生にとって、ビジネス日本語と同じぐらい必要なの
は、就職試験を突破し、日本の企業の社員としてのポジションを手に入れるための日本語教育な
のではないだろうか。
3．3　ビジネス日本語研究、ビジネス日本語教材、就職支援教材の問題
　現在、ビジネス日本語の研究結果に基づく多くのビジネス日本語教材が出版されている。しか
し、その多くは、既にビジネスマンとして働いている外国人や日本人ビジネスマンの日本語を対
象とした研究や日本で働く外国人ビジネスマンを対象とした初級レベル、中級レベルの教材であ
り、外国人留学生の就業支援を対象とした研究や教材はほとんど見られない。
　日本企業への就職を目指す留学生を対象としていると思われるテキストに、『日本企業への就
職　ビジネス会話トレーニング』（アスク　2006 ）と『日本企業への就職　ビジネスマナーと基
本のことば』（アスク　2006 ）があるが、その中で扱われている内容は、すべてが入社後に会社
の中で必要となる日本語や日本のビジネスマナーについてであり、就職活動や就職試験を対象と
する内容のものは見当たらない。
　また、日本人学生を対象とした就職試験用の教材などは多数出版されているが、留学生を対象
とした教材は見られない。日本人を対象とした教材は、日本で生まれ育ち、教育を受けた日本人
向けであるため、それをそのまま留学生の就職試験対策用教材として取り入れるには無理がある。
「国語」ではなく、外国語としての「日本語」を学んできた留学生のためには、彼らに合った教材
が必要ではないだろうか。
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4 ．考察
　留学生の就職を取り巻く現状や、これまで行なわれてきた留学生の就職に関する様々な調査報
告の分析によって、以下の事柄が明らかになった。
　　①　 日本企業は留学生に対して、大学在学中に高度なビジネス日本語能力を習得しておいて
ほしいと感じている。
　　②　 企業の要望、様々な調査の結果を受けて、大学においても「ビジネス日本語教育」「ビジ
ネスマナー教育」が必要だという声が高まっている。
　　③　留学生が自分の日本語能力の低さを痛感するのは、就職後である。
　　④　 留学生にとってまず突破しなければいけないのは書類選考、筆記試験、面接などの就職
活動である。
　　⑤　就職試験対策のための支援は、現在ほとんど実施されていない。
　　⑥　留学生の就職支援のための教材は、現在ほとんど出版されていない。
　　⑦　 初級レベル、中級レベルのビジネス日本語教材は多数あるが、本当に必要な超上級レベ
ルのビジネス日本語教材が見られない。
　上記の 7 点から、留学生に対する就業支援の柱として、現在は留学生がビジネス日本語やビジ
ネスマナーを含む社会人基礎力を身につけることが最重視されているが、それは就職後に必要な
スキルや能力であり、日本の企業に入社できなければ無駄になってしまうものであることがまだ
あまり意識されていないことが明らかになった。さらに、留学生が日本の企業に就職するために
は、まず就職試験を突破しなければならないが、現在、日本の大学で行なわれている就業支援は、
就職後に使うであろうビジネス日本語やビジネスマナーについての教育であり、「留学生が就職で
きるための教育」と「就職後すぐに日本企業で働くことができるための教育」という必要な両輪
の片方だけのサポートにしかなっていないことも明らかになった。また、現在行なわれているビ
ジネス日本語教育についても、実践的で高いレベルの教材が不足しているため、本当に有用なビ
ジネス日本語教育が実施できているのかについての不安も露呈した。
　そして、何よりもまず考えなければならないのは、現在大学で学ぶ留学生に自分の日本語能力
をどう客観的に認識させるかという問題である。大学でどんなに「ビジネス日本語」や「上級日
本語」のクラスを展開しても、留学生が必要性を感じそれを履修しなければ意味がない。本当に
留学生の就業支援となるビジネス日本語教育を展開するためには、まず、社会人として要求され
る日本語能力がどのぐらい高いものかを示し、自分の日本語能力はまだそのレベルには達してい
ないということを認識させるための教育が必要ではないだろうか。
